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資 料 １－８

北海道産業振興条例のあり方（内容見直しの方向性）

１．条例制定の趣旨や基本的施策を見直すべきか

検討の視点

・ 企業立地の促進』と『中小企業の競争力強化』を基本とし、相乗的かつ「『
一体的に推進する」という、全国で唯一となっている条例制定の趣旨は、
現在の社会経済情勢においても、有効かつ適切なものとなっているか。

・条例に掲げる基本的施策は、現在の社会経済情勢においても、有効かつ適
切なものとなっているか。

＜条例に掲げる基本的施策＞
（１）企業立地及び道内の中小企業の取引参入の一体的促進
（２）人材の育成及び確保
（３）中小企業の経営の革新及び産業技術開発の促進
（４）中小企業の国内外における販路等の拡大
（５）創業等の促進
（６）産学官及び産業間の連携の促進

条例○ 道が実施したアンケート調査や自動車関連産業の動向を踏まえると、
が目指す「企業立地の促進」と「中小企業の競争力強化」の一体的・相乗的
効果につながる動きが出てきたところ。
①企業立地に関する設備投資に対する波及効果

→H23～H27年度の5年間の条例活用企業の設備投資額1,097億円に対し、道内への経済

波及効果として、1,160億円発生 （直接効果640億円、一次二次波及効果520億円）。

②自動車産業に関する大手立地企業に対する道内企業の参入状況

→H27年度の道内調達率(部品＋機械設備)は31.4% （H21年度の24.5%から+6.9％）。

③立地企業への参入に向け、中小企業競争力強化事業を活用

→自動車産業や食品産業分野において、参入につながる活用事例が出てきた

より一層、両者の橋渡しを深める取組を進め、一体的に推進して○ 今後は、
必要がある。いく

○ 本道への企業立地を促進していくためには、これまでの取組に加え、多様
化するリスク分散による企業立地の動きを取り込むとともに、人口減少社会
を迎えた本道の状況を踏まえ、地域での雇用の受け皿づくりを意識した取組
を進めていくことが重要。

○ 道内企業においては、新製品・新技術開発、販路開拓、人材育成・確保が
経営課題となっており、条例に掲げる基本的施策は現在も有効かつ適切と考
えられる。

○ 人口減少や少子高齢化の進行といった社会経済情勢の変化に伴い、顕在化
している労働力不足に対応するためには、企業の立地や道内中小企業への支
援を通じて、経済の活性化及び良質で安定的な雇用機会の創出、更にはこれ

条例制定の趣旨及び基らを支える人材の育成などを図っていく必要があり、
本的施策は、現在の社会経済情勢においても、なお有効かつ適切と考えてい

。ることから、条例本文の改正は行わない
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２．条例に基づく助成措置等を見直すべきか

検討の視点

・現在の社会経済情勢において、新たに追加すべき助成措置はないか。
・効果が上がっていない等の理由で、見直すべき助成措置はないか。

＜条例に基づく助成措置＞ ※ 助成措置は条例施行規則で規定
（１）企業立地促進費補助金
（２）中小企業競争力強化促進事業費補助金

① マーケティング支援事業
② アドバイザー等招へい支援事業
③ 産業人材育成支援事業
④ 産学連携等研究開発支援事業
⑤ 市場対応型製品開発支援事業

○ 企業立地の促進と中小企業の競争力強化を一体的・相乗的に推進するため、
顕在化している人手不足や縮小する道内需要といった社会経済情勢の変化を

次のとおり助成措置の見直し（スクラップ＆ビルド）を検討する。踏まえ、

【条例施行規則の改正】

〈企業立地促進費補助金〉

・増設の雇用増に係る補助要件の緩和
・本社機能移転事業における助成内容等の拡充

〈中小企業競争力強化促進事業費補助金〉

・人材確保に資する支援策
・省力化・生産性向上に資する支援策（研究開発・設備等導入）
・産業人材育成支援事業における補助対象経費拡大（幅広い研修等）
・市場対応型製品開発事業等における補助対象経費拡大（製造に係る機械装置

費・直接人件費）
・マーケティング支援事業における補助対象経費拡大（海外展開支援のための

通訳費等）
・補助率や補助上限額
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【要綱・運用による改善】

〈企業立地促進費補助金〉
○対象設備
・福利厚生施設の対象の拡充

〈中小企業競争力強化促進事業費補助金〉

①利用条件等
・アドバイザー等招へい支援事業における利用条件の緩和
・産業人材育成支援事業における利用条件の緩和

②周知方法
・事業利用促進のため、金融機関、産業支援機関及び商工会議所等と連携

した事業周知の強化
・計画的・効果的な公募時期の設定

３．見直しの時期

平成２９年度中の実施に向けて、庁内での検討を進める。○
○ ただし 「中小企業競争力強化促進事業」は、平成３０年度に終了する、
「北海道中小企業応援ファンド」を活用して実施している事業があるため、
ファンドの存廃と一体的に、あり方を検討する必要があり、庁内整理を行
ったうえで、対応時期を設定。


